
山梨県事業承継促進事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条 知事は、県内中小企業者の事業承継を促進し、経営の存続と雇用の維持を図

るため、県内中小企業者が行う円滑な事業承継の実施に向けた取り組みに要する経

費に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨

県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に

規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。  

  

（補助金の交付対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は、山梨県内に本社を有する中小企業者（中小企業支援

法（昭和３８年法律第１４７号）第２条第１項各号に掲げる者をいう。）で別表１

に掲げる者（以下「中小企業者」という。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助金の交付対象者としない。 

（１）県税及び山梨県に対する債務の支払等に滞納がある者 

（２）補助金の申請日時点において、山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置

要領第１及び山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領第１に規定す

る指名停止を受けている者 

（３）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条により定める営業内容の事業者。ただし、同法第２条第１項第１

号を除く。 

（４）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合

はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２

条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者 

（５）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

している者 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難

されるべき関係を有している者 

（８）次のいずれかに該当する中小企業者 

ア  一の大企業（中小企業者以外の者）が発行済株式総数又は出資総額の２分



の１以上を所有又は出資している中小企業者 

イ  複数の大企業が発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出

資している中小企業者 

ウ  役員の半数以上を大企業の役員又は社員が兼務している中小企業者 

 

（補助金の交付対象となる経費及びその補助率等） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）、補助対象経

費、補助率及び補助限度額は別表２に掲げるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、消費税及び地方消費税相当額は、補助対象経費から除

く。 

 

（補助金の交付申請）  

第４条 補助金の交付を受けようとする中小企業者（以下「補助事業者」という。）

は、知事が別に定める日までに、交付申請書（様式第１号）を知事に提出するもの

とする。  

２ 前項の交付申請書には、別表３に掲げる書類を添付しなければならない。 

 

（補助金の交付決定）  

第５条 知事は、補助金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び

必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やか

に交付決定を行い、交付決定通知書（様式第２号）により補助事業者に通知するも

のとする。 

 

（補助金の交付条件）  

第６条 この補助金の交付条件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）補助事業者は、補助対象経費の配分又は補助事業の内容の変更をしようとす

るときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。ただし、補助対象

経費の各費目相互間において、いずれか低い額の２０％以内を増減させる場合

又は補助事業の目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更であっ

て、交付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない場合はこの限りではない。 

（２）補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじ

め知事の承認を受けなければならない。  

（３）補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補

助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指

示を受けなければならない 。 

 



（補助金の変更等） 

第７条 補助事業者は前条第１号に基づき、補助事業の内容又は経費の配分を変更し

ようとするときは、変更承認申請書（様式第３号）を提出するものとする。 

２ 知事は、前項の変更承認申請書を審査し、適当と認めるときは、承認し、変更承

認通知書（様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。 

３ 補助事業者は前条第２号に基づき、補助事業を中止又は廃止しようとするとき

は、中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を提出するものとする。 

４ 知事は、前項の中止（廃止）承認申請書の内容を審査し、適当と認めるときは、

承認し、中止（廃止）承認通知書（様式第６号）により補助事業者に通知するもの

とする。 

 

（事前着手の禁止） 

第８条 補助事業者は、第５条の規定による交付決定通知を受ける前に補助事業に着

手してはならない。 

 

（補助金の支払）  

第９条 補助金の支払は精算払とする。 

 

（実績報告）  

第１０条 補助事業者は、当該事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から

起算して１か月を経過した日又は交付決定をした年度の翌年度の４月１０日のいず

れか早い期日までに、実績報告書（様式第７号）を知事に提出しなければならな

い。 

２ 前項の実績報告書には、別表４に掲げる書類を添付しなければならない。 

 

（補助金の額の確定）  

第１１条 知事は、前条の規定による実績報告を受けたときは、当該実績報告に係る

書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、交付すべき補助金の額を確定

し、補助金確定通知書（様式第８号）を補助事業者に通知するものとする。  

 

（補助金の請求） 

第１２条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、速やかに補助金請求書

（様式第９号）を知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消等） 

第１３条 知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認められるとき



は、補助金の交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の

返還を命ずることができる。 

（１）虚偽の申請、報告により補助金の交付決定を受け、又は交付を受けたとき 

（２）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

２ 知事は、前項の規定により、補助金の交付決定を取り消す場合は、交付決定取消

通知書（様式第１０号）により通知し、返還を命ずる場合は、補助金返還通知書

（様式第１１号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（書類の保管）  

第１４条 補助金の交付を受けた補助事業者は、この補助事業に係る収入及び支出を

明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整理し、

補助事業終了の年度の翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。  

 

（その他必要な事項）  

第１５条 その他この補助金の交付に必要な事項は、知事が定める。  

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和４年１１月１日から施行する。 

３ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基

づき交付決定された補助金については、この要綱の失効後も、なお、その効力を有

する。 

別表１（第２条関係） 

業種 

次のいずれかを満たす者 

資本金の額又は出資

の総額 

常時使用する従業

員の数 

１ 製造業、建設業、運輸業、その他 

業種（２～６を除く） 

３億円以下 ３００人以下 

１のうち、ゴム製品製造業（自動車又

は航空機用タイヤ及びチューブ製造業

並びに工業用ベルト製造業を除く） 

３億円以下 ９００人以下 

２ 卸売業 １億円以下 １００人以下 

３ サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下 

４ 小売業 ５，０００万円以下 ５０人以下 

５ ソフトウェア業、情報処理サービス業  ３億円以下 ３００人以下 

６ 旅館業 ５，０００万円以下 ２００人以下 



別表２（第３条関係） 

対象事業 補助対象経費 補助率 補助限度額 

１ 資産査定等企業価値の簡易

算定及び提示 

２ 保有する技術等のノウハウ

を整理、見える化した引継ぎ

マニュアルの作成 

３  Ｍ＆Ａの仲介委託などに要

する経費 

４ その他事業承継を行うに当

たり必要と認められるもの 

１ 報償費 

２ 旅費 

３ 需用費 

４ 役務費 

５ 委託料 

６ 使用料及び賃借料 

２／３ ５００千円 

注１ Ｍ＆Ａの仲介委託対象経費は、仲介手数料、マッチング登録手数料、着手金 等とする。 

  ２ 専門事業者に対する顧問料等（経理代行業務、附随業務等）は、対象外とする。 

３ 官公庁等の手続及び書類作成及び個別具体的な案件に関する訴訟・トラブル対応に係る

費用は対象外とする。また、Ｍ＆Ａ等の成立時に支払う成功報酬に係る費用は補助対象

外とする。 

４ 他の機関等又は制度から同種の補助を受けている経費については、対象外とする。 

 

別表３（第４条関係） 

添付書類（交付申請） 

事業承継診断票※ 

山梨県事業承継・引継ぎ支援センターへの相談申込書 

収支内訳書（別紙１） 

補助事業に要する経費の見積書 

法人の場合 

履歴事項全部証明書（交付申請日から３か月以内に発行のもの） 

直近の確定申告書（別表一、別表二、別表四）の写し 

直近の決算書（損益計算書、貸借対照表、勘定科目内訳明細書）の

写し 

個人事業者 

の場合 

住民票抄本（交付申請日から３か月以内に発行のもの） 

直近の確定申告書（第一表、第二表）の写し 

収支内訳書（１・２面）又は所得税青色申告決算書（１～４面）の

写し 

その他知事が必要と認める書類 

※ 支援機関による事業承継診断を受けて作成したもの 

 

 



 

別表４（第１０条関係） 

添付書類（実績報告） 

事業承継計画書（別紙１） 

補助事業の成果物（企業価値の簡易算定書、引継ぎマニュアル 

Ｍ＆Ａ取組状況報告書 等） 

収支内訳書（別紙２） 

補助事業に要する経費の支出が確認できる書類（請求書、領収書等） 

その他知事が必要と認める書類 

 

 


